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原子力問題調査特別委員会資料

住 民 部

ポニー工業株式会社との「放射線同位元素等の安全管理と周辺住民の安全

確保並びに公害防止に関する協定書」及び「覚書」の変更について

今般、ポニー工業株式会社から老朽化に伴う自社熊取工場施設の建替え（令和３年２月

から令和３年１２月）が完了したことを受け、昭和５２年３月１０日付で本町との間で取

り交わしている標記「協定書」、「覚書」による空間放射線量率の測定位置についての変更

協議がありましたので、その他所要の項目についても併せて、別紙新旧対照表のとおり変

更することを報告します。



放射性同位元素等の安全管理と周辺住民の安全確保並びに公害防止に関する協定書 新旧対照表

変更（案）

放射性同位元素等の安全管理と周辺住民の

安全確保並びに公害防止に関する協定書

熊取町（以下「甲」という。）とポニー工業株式会社（以下「乙」という。）は、乙の

熊取工場における放射性同位元素等の安全管理とその施設周辺住民の放射線に対する安

全確保並びに公害防止を目的として、次のとおり協定する。

（関係諸法令の遵守等）

第１条 乙は、放射性同位元素等の取扱いにあたっては、放射性同位元素等による放射

線障害の防止に関する関係諸法令を遵守するとともに、周辺環境放射線の安全確保およ

び公害の防止について万全の措置を講じなければならない。

２ 甲および乙は、この協定書に定められた事項を誠意をもって履行するものとする。

（放射線安全管理の計画）

第２条 乙は、甲と協議のうえ、放射性同位元素等の取扱いおよびその周辺住民の放射

線に対する安全確保に関する計画を定め、甲に提出する。

２ 乙は、前項に定める安全確保に関する計画を適切に実施し、細心の注意をもって放

射性同位元素等の取扱いの管理をする。

（公害防止）

第３条 乙は、公害関係諸法令および大阪府公害防止条例に基づき、公害防止に努めな

ければならない。

（放射線量の測定）

第４条 放射性同位元素等の取扱施設およびその周辺（以下「施設等」という。）の放射

線量の測定は、乙の負担において実施する。

２ 乙は、前項の放射線量の測定を実施するため、あらかじめ測定の項目、場所、方法

および時期について甲と協議する。

現行

放射性同位元素等の安全管理と周辺住民の

安全確保並びに公害防止に関する協定書

熊取町（以下「甲」という。）とポニー原子工業株式会社（以下「乙」という。）は、

乙の熊取工場における放射性同位元素等の安全管理とその施設周辺住民の放射線に対す

る安全確保並びに公害防止を目的として、次のとおり協定する。

（関係諸法令の遵守等）

第１条 乙は、放射性同位元素等の取扱いにあたっては、放射性同位元素等による放射

線障害の防止に関する関係諸法令を遵守するとともに、周辺環境放射線の安全確保およ

び公害の防止について万全の措置を講じなければならない。

２ 甲および乙は、この協定書に定められた事項を誠意をもって履行するものとする。

（放射線安全管理の計画）

第２条 乙は、甲と協議のうえ、放射性同位元素等の取扱いおよびその周辺住民の放射

線に対する安全確保に関する計画を定め、甲に提出する。

２ 乙は、前項に定める安全確保に関する計画を適切に実施し、細心の注意をもって放

射性同位元素等の取扱いの管理をする。

（公害防止）

第３条 乙は、公害関係諸法令および大阪府公害防止条例に基づき、公害防止に努めな

ければならない。

（放射線量の測定）

第４条 放射性同位元素等の取扱施設およびその周辺（以下「施設等」という。）の放射

線量の測定は、乙の負担において実施する。

２ 乙は、前項の放射線量の測定を実施するため、あらかじめ測定の項目、場所、方法

および時期について甲と協議する。



（測定結果の提出および公表）

第５条 乙は、前条の放射線量の測定をしたときは、その結果に関する報告書を作成し、

別に定める期日までに甲に提出する。

２ 甲は、前項の測定結果を公表することができる。

（事業の変更計画の事前通知）

第６条 乙は、放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号。以

下「法」という。）第１０条第２項および法第１１条第２項に該当する変更許可を受けよ

うとするときは、事前に甲に通知する。

（災害発生時等の措置）

第７条 乙は、法第３３条第１項に定める措置をとった場合には、その状況を直ちに甲

に通知する。

２ 乙は、前項に関する事故の状況、その措置および対策を、事故発生後１０日以内に

文書で甲に報告する。

（報告および調査）

第８条 甲が乙に対して、第５条に規定するもののほか必要に応じて放射線の安全確保

についての報告を求めた場合、乙は報告書を提出する。

２ 甲において必要があると認める場合は、乙の放射線取扱主任者の立会いのもとに甲

の関係職員または甲の委嘱した調査員により、施設等の立入調査を行なわせることがで

きる。

３ 甲は、前項の調査結果を乙の企業機密に属するものを除き公表することができる。

（環境保全の措置）

第９条 乙は、施設等の環境保全の見地より、環境の悪化をきたすことのないよう積極

的施策を講ずるものとする。

２ 乙は、前項に定める施策として、特に排出水中の水質汚濁物質総量の低減を図るも

のとする。

（その他）

第１０条 この協定に定めのない事項について定めをする必要が生じたとき、またはこ

の協定に定める事項を変更しようとするとき、もしくはこの協定に定める事項に疑義が

生じたときは、その都度甲と乙が協議して定める。

（測定結果の提出および公表）

第５条 乙は、前条の放射線量の測定をしたときは、その結果に関する報告書を作成し、

別に定める期日までに甲に提出する。

２ 甲は、前項の測定結果を公表することができる。

（事業の変更計画の事前通知）

第６条 乙は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和３２年法

律第１６７号。以下「法」という。）第１０条第２項および法第１１条第２項に該当する

変更許可を受けようとするときは、事前に甲に通知する。

（災害発生時等の措置）

第７条 乙は、法第３３条第１項に定める措置をとった場合には、その状況を直ちに甲

に通知する。

２ 乙は、前項に関する事故の状況、その措置および対策を、事故発生後１０日以内に

文書で甲に報告する。

（報告および調査）

第８条 甲が乙に対して、第５条に規定するもののほか必要に応じて放射線の安全確保

についての報告を求めた場合、乙は報告書を提出する。

２ 甲において必要があると認める場合は、乙の放射線取扱主任者の立会いのもとに甲

の関係職員または甲の委嘱した調査員により、施設等の立入調査を行なわせることがで

きる。

３ 甲は、前項の調査結果を乙の企業機密に属するものを除き公表することができる。

（環境保全の措置）

第９条 乙は、施設等の環境保全の見地より、環境の悪化をきたすことのないよう積極

的施策を講ずるものとする。

２ 乙は、前項に定める施策として、特に排出水中の水質汚濁物質総量の低減を図るも

のとする。

（その他）

第１０条 この協定に定めのない事項について定めをする必要が生じたとき、またはこ

の協定に定める事項を変更しようとするとき、もしくはこの協定に定める事項に疑義が

生じたときは、その都度甲と乙が協議して定める。



「覚書」 新旧対照表

変更（案）

覚 書

熊取町（以下「甲」という。）とポニー工業株式会社（以下「乙」という。）とは、昭和５２年３

月１０日締結した放射性同位元素等の安全管理と周辺住民の安全確保並びに公害防止に関する協

定書（以下「協定書」という。）第１０条に基づき、次のとおり覚書を交換する。

第１条 協定書第２条第１項に定める周辺住民とは、熊取町の住民をいう。

第２条 協定書第２条第１項に定める甲・乙協議による放射線に対する安全確保に関する計画は、

放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号。）第２１条に基づき、乙が定

める放射線障害予防規定とする。

第３条 乙は、協定書第３条の規定にかかわらず、写真の現像を含む化学薬品の使用によって生ず

る水質汚濁を防止する計画を定め、別途甲に提出する。

第４条 協定書第４条第２項に定める測定の項目、場所、方法および時期（以下「測定の項目等」

という。）は、別表に揚げるとおりとする。

２ 前項の測定の項目等に変更の必要が生じたときはあらかじめ協議のうえ変更することができ

る。

第５条 協定書第５条第１項に定める放射線の測定結果に関する報告書の提出期日は、毎年４月末

日および１０月末日とし、それぞれの前半期の結果を報告する。

２ 甲が、協定書第５条第２項の測定結果を公表する場合は、その測定数値を除き表現の方法等に

ついて甲・乙協議するものとする。

第６条 協定書第８条第１項に揚げる報告は、次に揚げるものとする。

⑴ 放射性同位元素の６カ月間の使用状況。

⑵ 運搬に係る１回の積載量が、固型セシウム１３７、コバルト６０、イリジウム１９２、および

ツリウム１７０をあわせて１１．１テラベクレル以上を運搬する場合の放射性同位元素別数量、運

搬の方

現行

覚 書

熊取町（以下「甲」という。）とポニー原子工業株式会社（以下「乙」という。）とは、昭和５２

年３月１０日締結した放射性同位元素等の安全管理と周辺住民の安全確保並びに公害防止に関す

る協定書（以下「協定書」という。）第１０条に基づき、次のとおり覚書を交換する。

第１条 協定書第２条第１項に定める周辺住民とは、熊取町の住民をいう。

第２条 協定書第２条第１項に定める甲・乙協議による放射線に対する安全確保に関する計画は、

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号。）第２１条

に基づき、乙が定める放射線障害予防規定とする。

第３条 乙は、協定書第３条の規定にかかわらず、写真の現像を含む化学薬品の使用によって生ず

る水質汚濁を防止する計画を定め、別途甲に提出する。

第４条 協定書第４条第２項に定める測定の項目、場所、方法および時期（以下「測定の項目等」

という。）は、別表に揚げるとおりとする。

２ 前項の測定の項目等に変更の必要が生じたときはあらかじめ協議のうえ変更することができ

る。

第５条 協定書第５条第１項に定める放射線の測定結果に関する報告書の提出期日は、毎年４月末

日および１０月末日とし、それぞれの前半期の結果を報告する。

２ 甲が、協定書第５条第２項の測定結果を公表する場合は、その測定数値を除き表現の方法等に

ついて甲・乙協議するものとする。

第６条 協定書第８条第１項に揚げる報告は、次に揚げるものとする。

⑴ 放射性同位元素の６カ月間の使用状況。

⑵ 運搬に係る１回の積載量が、固型セシウム１３７、コバルト６０、イリジウム１９２、および

ツリウム１７０をあわせて３００キュリー以上を運搬する場合の放射性同位元素別数量、運搬の方

法、経路、日時および運搬に関する安全対策。



法、経路、日時および運搬に関する安全対策。

⑶ 放射性同位元素の年間受払状況および在庫貯蔵量。

⑷ 従事者の被ばく集積線量、３カ月間のものおよび１年間のもの。

２ 前項第１号および第４号に定める報告は、第５条第１項の報告とあわせて行なう。

３ 第１項第２号に定める報告は実施前とし、乙は、甲の放射線の安全確保に関する意見を尊重す

る。

４ 第１項第３号に定める報告は、毎年１２月末日現在のものを翌月末日までに行なう。

第７条 協定書第８条第２項に定める甲の委嘱する調査員は原則として国または大阪府の職員と

する。

２ 甲は、前項に定める職員以外の者を調査員に委嘱しようとするときは、あらかじめ乙と協議す

る。

第８条 甲は、協定書第８条第２項により立入調査する場合、甲の関係職員および甲の委嘱した調

査員には、別記様式に定める事由書および身分証明書を携行させる。

第９条 この覚書に定める事項を変更しようとするとき並びに、第２条の放射線障害予防規定およ

び第４条の測定の項目等に定める事項を変更しようとするときは、甲・乙協議して定める。

⑶ 放射性同位元素の年間受払状況および在庫貯蔵量。

⑷ 従事者の被ばく集積線量、３カ月間のものおよび１年間のもの。

２ 前項第１号および第４号に定める報告は、第５条第１項の報告とあわせて行なう。

３ 第１項第２号に定める報告は実施前とし、乙は、甲の放射線の安全確保に関する意見を尊重す

る。

４ 第１項第３号に定める報告は、毎年１２月末日現在のものを翌月末日までに行なう。

第７条 協定書第８条第２項に定める甲の委嘱する調査員は原則として国または大阪府の職員と

する。

２ 甲は、前項に定める職員以外の者を調査員に委嘱しようとするときは、あらかじめ乙と協議す

る。

第８条 甲は、協定書第８条第２項により立入調査する場合、甲の関係職員および甲の委嘱した調

査員には、別記様式に定める事由書および身分証明書を携行させる。

第９条 この覚書に定める事項を変更しようとするとき並びに、第２条の放射線障害予防規定およ

び第４条の測定の項目等に定める事項を変更しようとするときは、甲・乙協議して定める。



覚書新旧対象表
変 更 （案） 現 行


